
1

令和５年１月 人吉医療センター

【統一様式】

ＪＣＨＯ人吉医療センターが担う
役割について

資料１－２



１ 現状と課題
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【自施設の現状と課題】
１．現状

自施設の理念：「145年の歴史と設立の経緯を忘れず全人医療を提供します。」
基本方針 ：「患者中心の医療」患者の人権と意思を尊重します。

「診療3本柱」がん・救急・予防医療を中心に医療機能の充実。
「完結型医療」地域の医療機関との連携を行い安心できる医療を提供。
「地域包括ケア」地域包括ケアシステムを推進し地域のまちづくりに貢献。
「社会貢献」災害医療派遣・医療情報公開・医療ボランティアの活動。
「医療人育成」医療に携わる喜びが持てる医療人の育成。

１）自施設の診療実績
令和４年度 届出入院基本料 急性期一般入院料１、ハイケアユニット入院医療管理料２

緩和ケア病棟入院料２、小児入院医療管理料４、感染症病床（4室）

令和４年１２月末時点

R4.4 R4.5 R4.6 R4.7 R4.8 R4.9 R4.10 R4.11 R4.12

平均在院日数 11.6 11.5 10.8 11.3 11.4 12.3 11.8 11.8 11.9

病床利用率 65.8% 65.7% 67.7% 70.1% 67.6% 72.2% 70.1% 73.0% 75.7%

※コロナ関連病床除 89.2% 90.2% 92.7% 89.2% 83.8% 93.6% 96.1% 97.4% 97.8%

病床稼働率 71.5% 71.2% 73.8% 76.4% 73.5% 78.1% 76.0% 79.2% 82.3%

※コロナ関連病床除 96.9% 97.7% 101.1% 97.0% 91.1% 101.4% 104.2% 105.7% 106.4%

手術室利用率 55.4% 55.0% 57.5% 57.9% 57.7% 63.2% 64.7% 60.2% 68.1%

紹介率 74.2% 74.2% 75.1% 61.7% 69.1% 73.5% 74.2% 78.5% 76.0%

逆紹介率 89.6% 87.8% 88.7% 81.3% 76.3% 84.9% 82.5% 90.6% 89.9%

救急車搬送件数 177 214 179 176 247 174 198 229 271

※病床利用率：24時時点で入院している患者／病床数 ※コロナ関連病床；確保+準備＝74床
※病床稼働率：24時時点＋退院患者／病床数 ※手術室4室



１ 現状と課題

3

職 種 人数 職 種 人
数

医師数 46 名 医療技術員 112 名

基幹型研修医 8 名 事務員 56 名

協力型研修医 0 名 技能員 5 名

看護師 266 名 療養介助員 37 名

助産師 4 名

保健師 0 名

准看護師 5 名 合 計 539 名

2）自施設の職員数（令和5年1月1日現在）

正規職員・任期付職員・臨時職員の合計は
右図のとおりです。

3）自施設の特徴
自院は、地域中核病院として、球磨医療圏唯一のＨＣＵ（ハイケアユニット）8床を有し急性期医療
だけでなく、緩和ケア病棟を有するがん診療連携拠点病院としての役割も担っています。設備面で
は、256列ＣＴ・64列ＣＴ、3.0テスラＭＲＩ・1.5テスラＭＲＩ、ＳＰＥＣＴ-ＣＴ、放射線治療装置、ＰＥＴ／ＣＴ、
温熱治療装置（ハイパーサーミア）、血管造影装置2台、高気圧酸素等熊本市内の高度急性期病院
と同程度の重装備の医療機器を備えています。

4）自施設の担う政策医療
５疾病 ①がん医療 ： 国指定がん診療連携拠点病院

②脳卒中 ： 脳卒中急性期拠点病院
③急性心筋梗塞 ： 急性心筋梗塞急性期拠点病院
④糖尿病 ： 県指定は受けていないが、標榜診療科あり
⑤精神疾患 ： 県指定は受けていないが、リエゾンチームなど体制あり

※ 球磨医療圏唯一の地域医療支援病院である
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６事業 ①救急医療 ： 二次救急医療、地域医療支援病院
②災害医療 ： 地域災害拠点病院
③へき地医療 ： 五木村診療所の指定管理者として運営委託
④周産期医療 ： 地域周産期中核病院
⑤小児医療 ： 地域唯一の小児入院可能施設及び輪番担当
⑥新興感染症医療 ： 第二種感染症指定病院

現在、周産期医療は産科医師不在のため休止している状態です。できるだけ早い再開を行政・医師
会とともに取り組んでいるところですが、再開後の形態としてオープンシステムなども検討していく必要
があると考えます。新型コロナウイルスパンデミックの対応に当たって当院だけでは対応困難で公立
多良木病院および医師会の先生方と協力して対応に当たりましたが、今後未知の新興感染症に対応
できるよう院内のゾーニング、導線、発熱外来等の施設整備を行い地域での連携を日頃から計画して
いくことが重要と考えます。
在宅医療は、平成29年8月以降、200名／月の訪問在宅の需要があり、地域包括ケア推進のため、
平成30年４月には附属訪問看護ステーションを開設しました。

5）他機関との連携
地域医療支援病院として令和5年1月時点で241名の登録医を維持しています。県指定を受けて
いない精神疾患患者については、精神専門病院（近隣病院）との連携協定を数年前より締結して
おり、さらにリエゾンチームの派遣など緊急に対応できる体制が整っています。また、糖尿病に関
しても、専門病院（近隣病院）との連携は整備されています。
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２. 自施設の課題
1）地域の人口減少及び高齢化率の増加

地域の人口減少に伴い、医療需要が減少することが見込まれます。自院としては、球磨医療圏域が宮崎県・
鹿児島県に隣接している地域性を生かし、他医療圏との連携を強め、急性期医療の継続維持を目指しています。
また、増加する高齢患者に対し総合的診療、全人的医療を提供するため、総合診療医の確保・育成が課題で
あると考えます。

2）医師及び看護師数
医療圏としても常勤医不在の診療科があり今後充実させる必要があります。また、臨床研修指定病院として毎年
基幹型臨床研修医、協力型臨床研修医合わせて10－20名程度を受け入れていますが、臨床研修医研修医受け
入れを続けていくためには指導医の確保が重要と考えます。地方で急性期医療を維持しながら医師の働き方改革
に対応するためには医師は何人いても十分とは言えません。地域で優秀な人材を育成確保する取り組みが求め
られます。急性期医療を継続的に維持するためには看護師は必須です。看護師がたくさん応募し離職しない病院
の体制を整備する必要があります。医療人の確保や育成は地域全体で取り組むことが肝要と考えます。地域医療
構想会議での実のある協議を望みます。

3）病床数
－自院の病床区分－
自院は右下図のような病床数にて運営していますが、この地域には回復期病床が不足（厚労省令87床、推計

Ⅰ117床、推計Ⅲ56床）の状況です。2025年を見据えて、地域包括ケア病棟を設置するかが課題として考えています。

病床 病床区分
病床数

現在 2025年

ＨＣＵ 超急性期病床 8 8

感染症 急性期病床 4 4

一般病床 急性期病床 210 200

地域包括ケア 回復期病床 30 40

252 252
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－医療需要－
球磨医療圏から他医療圏への流出患者数は下図のような状況です。高度急性期、急性期を
担っていくためには、如何に、この医療圏で医療を完結できるかが課題と考えます。

※ 表の一部においては「平成29年3月 熊本県地域医療構想」を転用しています。
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2 今後の方針
① 地域において今後担うべき役割

地域で完結する医療の中核的な役割を果たします。特に当院の役割としては高度急性期、急性期
医療と考えます。
現在周産期医療が休止中ですが、産科医の確保によりお産の早期再開を目指します。高度急性

期医療として超緊急の脳血管・冠動脈の閉塞に対するカテーテル治療や外傷・がん・緊急手術に対す
る外科的治療に関わる医師の確保と施設整備を継続して行い地域住民に安心をもたらします。また、
そのための最新医療機器も導入します。教育機関として今まで以上の受入れを（研修医・看護学生・
各医療技術員及び医療事務実習）行い、将来の当地域への繋がり強くしていただければと期待します。
ＤＭＡＴチームを中心に災害医療のさらなく充実・整備を行い地域医療人、住民への啓発活動を進め
ます。

② 今後持つべき病床機能
高度急性期・急性期病床数は現状の予想どおりと考えます。
高齢患者の増加により連携を強化してもなお残院日数の延長が予想され、加えて繰り返す肺炎など
の高齢緊急患者に対応するために回復期病床が必要となる可能性があるかもしれません。

③ その他見直すべき点
先進的な手術支援システムの導入や感染症・災害に対応できる施設、教育機関・院内・地域を対象

とした教育実習のための施設の建設を急ぎますが、土地（用途、取得など）に関しては、行政の更なる
協力を期待致します。
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【①４機能ごとの病床のあり方 その１】

病床機能 2017年(平成29年) 2023年(平成35年) 2025年(平成37年)

高度急性期 ８ ５２ ５２

急性期 ２１４ １７０ １７０

回復期 ３０ ３０ ３０

慢性期 ― ― ―

その他 ― ― ―

合 計 ２５２ ２５２ ２５２

単位：床
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【 ①４機能ごとの病床のあり方 その３】
2018年（基準日）と2025年（8年後：基準日後）
（ア）転換の背景及び必要性

球磨二次医療圏の高度急性期病床においては、推計Ⅲ（県独自病床数推計）で52床が必要で
あるという数値が出ています。高度急性期病床の定義は、ＩＣＵ及びＨＣＵ程度の設備基準が取得
できる病床を指していると考え、8床としていますが、重症者等療養環境加算取得病床16床及び
術後患者、血液疾患患者、重症呼吸器患者等を考慮し、2025年時点で50床と考えます。

（イ） 転換前の現在担っている病床機能を転換後、どのように充足させるか、ＨＣＵ8床を10床に
する施設基準的な問題はありません。そのことにより、急性期病床2床減の影響を、2人部屋を

個室にすることで、入院環境の改善に努めます。
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現時点
(Ｒ５年１月時点)

2025年 理由・方策

維持 ○ ○

新設 産科再開

廃止

変更・統合

【②診療科の見直し】
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(2)数値目標
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現時点(2022年12月時点) 2025年

①病床稼働率 82.3％ 85.0％

②紹介率 76.0％ 70.0％

③逆紹介率 89.9％ 70.0％
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(3)数値目標の達成に向けた取組みと課題
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【取組みと課題】

地方で急性期に特化した医療を提供するためには地域の医療
機関との協力が必須です。患者さんを紹介していいただき、急性
期が終了したら速やかに逆紹介するのは当然ですが、くまもとメデ
ィカルネットを利用してさらにスムーズな連携を構築し、医療機器
や人材の共同利用、開放型病床、救急の輪番やセンター化など両
医師会・公立多良木病院・行政と検討・協議して地域全体で競合し
ないwin winの効率良い医療連携を構築したいと思います。

そのためには人吉・球磨の両医師会の合併や２つの公立・公的
病院の連携法人化など行政の理解・協力・支援が必要と考え
ます。


